
　

11
月
11
日
㊎
か
ら
同
17
日
㊍
ま
で
は
、

「
税
を
考
え
る
週
間
」。
こ
れ
は
、
税
の

し
く
み
や
目
的
な
ど
を
皆
さ
ん
に
正
し

く
理
解
し
て
も
ら
お
う
と
設
け
ら
れ
て

い
る
も
の
で
す
。
そ
こ
で
今
号
で
は
、「
税

の
ゆ
く
え
」「
個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収

制
度
」
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

詳
し
い
こ
と
は
、
本
庁
・
市
民
税
課

市
民
税
係
☎
㉓
１
１
１
１
内
線
１
１
４

３
へ
お
尋
ね
く
だ
さ
い
。

　

国
や
地
方
公
共
団
体
は
、
私
た
ち
国

民
が
豊
か
で
安
定
し
た
生
活
が
で
き
る

よ
う
に
、
い
ろ
い
ろ
な
活
動
を
行
っ
て

い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
私
た
ち
が
納
め
た

税
金
は
、
こ
の
活
動
の
財
源
と
し
て
、

教
育
や
警
察
・
消
防
、
ご
み
の
処
理
、

医
療
な
ど
身
近
な
と
こ
ろ
で
使
わ
れ
て

税
の
ゆ
く
え 

〜
社
会
に
い
き
る
税
〜

■公立学校の児童・生徒１人当たりの年間
教育額（平成20年度）
•小学生　　　　　　82万7,000円
•中学生　　　　　　95万7,000円
•高校生（全日制）　 91万8,000円

■私たちの生活や安全を守るための
　　　　　　警察・消防費（平成21年度）
　・・・・・・・・・・・・・・・５兆1,399億円
※国民１人当たり約４万310円

■市町村のごみ処理費用（平成21年度）
・・・・・・・・・・・・・・・・２兆803億円
※国民１人当たり約１万6,315円

■国民医療費の公費負担額（平成20年度）
・・・・・・・・・・・・・・・12兆9,053億円
※国民１人当たり約10万1,060円

税のゆくえ ～身近な財政支出（国と地方公共団体の負担額の合計額）～

い
る
ほ
か
（
下
表
参
照
）、
社
会
福
祉

の
充
実
、
住
宅
や
道
路
の
整
備
な
ど
に

も
い
か
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
、
税
金
は
私
た
ち
に
と

っ
て
共
同
生
活
を
維
持
す
る
た
め
の
い

わ
ば
「
会
費
」
で
あ
り
、
皆
さ
ん
の
正

し
い
申
告
と
納
税
に
よ
っ
て
支
え
ら
れ

て
い
る
の
で
す
。

税

税
　
情
　
報

 

租
税
教
室

　

天
草
税
務
署
で
は
、
各
地
区
や
各
種

団
体
、
給
与
所
得
者
や
児
童
・
生
徒
な

ど
を
対
象
に
、「
租
税
教
室
」
を
開
い

て
い
ま
す
。
希
望
す
る
内
容
や
日
程
に

あ
わ
せ
て
、
税
務
署
の
職
員
ま
た
は
税

理
士
が
講
師
と
し
て
う
か
が
い
ま
す
の

で
、
お
気
軽
に
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い

（
夜
間
の
実
施
で
も
可
能
で
す
）。

※
希
望
す
る
場
合
は
、
天
草
税
務
署
☎

　

㉒
２
５
１
０
へ
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

 

年
末
調
整
説
明
会

　

12
月
は
、
給
与
な
ど
に
か
か
る
源
泉

所
得
税
の
年
末
調
整
の
月
で
す
。
毎
月

の
給
与
な
ど
か
ら
源
泉
徴
収
さ
れ
た
所

得
税
の
１
年
間
の
合
計
額
と
、
そ
の
年

の
給
与
総
額
に
対
す
る
年
税
額
と
は
一

致
し
な
い
の
が
普
通
で
す
。

　

こ
の
た
め
、
源
泉
所
得
税
額
の
過
不

足
分
を
精
算
す
る
必
要
が
あ
り
、
こ
の

手
続
き
を
「
年
末
調
整
」
と
呼
ん
で
い

ま
す
。
大
部
分
の
給
与
所
得
者
は
、
年

末
調
整
に
よ
り
そ
の
年
の
納
税
を
完
了

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
年
末
調

整
が
正
し
く
行
わ
れ
る
た
め
に
は
、
勤

務
先
に
扶
養
親
族
や
保
険
料
な
ど
の
申

告
を
正
し
く
行
う
こ
と
が
大
切
で
す
。

　

天
草
税
務
署
で
は
、
次
の
日
程
で
年

末
調
整
説
明
会
を
開
き
ま
す
。

▼
日
程
＝
11
月
17
日
㊍
午
後
２
時
〜
同

４
時
、
牛
深
総
合
セ
ン
タ
ー
。
11
月

18
日
㊎
午
前
10
時
〜
正
午
と
午
後
２

時
〜
同
４
時
、天
草
市
民
セ
ン
タ
ー
。

※
詳
細
は
天
草
税
務
署
☎
㉒
２
５
１
０

へ
お
尋
ね
く
だ
さ
い
。

 

「
税
を
考
え
る
週
間
」　

　
　  

　
　
　
記
念
講
演
会

　

天
草
地
区
税
務
協
力
団
体
長
連
絡
協

議
会
で
は
、「
税
を
考
え
る
週
間
」
に

あ
わ
せ
て
記
念
講
演
会
を
開
催
し
ま

す
。
当
日
は
講
演
会
に
合
わ
せ
て
、
中

学
生
や
高
校
生
か
ら
募
集
し
た
税
に
関

す
る
作
文
の
入
賞
者
の
表
彰
・
発
表
も

実
施
し
ま
す
。
入
場
は
無
料
で
す
。
ぜ

ひ
ご
来
場
く
だ
さ
い
。

▼
と
き
＝
11
月
15
日
㊋
午
後
１
時
30
分

〜
同
３
時
30
分
。

▼
と
こ
ろ
＝
天
草
信
用
金
庫
本
店
・
５

階
ホ
ー
ル
（
太
田
町
）。　

▼
演
題
＝「
節
税
の
ポ
イ
ン
ト
」。

▼
講
師
＝
林
秀
喜
氏
（
天
草
税
務
署
・

統
括
国
税
調
査
官
）。

※
詳
細
は
㈳
天
草
法
人
会
事
務
局
☎
㉔

４
３
３
９
へ
お
尋
ね
く
だ
さ
い
。

●「個人住民税の特別徴収制度」って何？
　個人住民税の特別徴収制度とは、給与支払者（事
業者）が所得税の源泉徴収と同じように、個人住
民税の納税義務者である給与所得者に代わって、
毎月従業員に支払う給与から個人住民税を天引き
し、市へ納税するという制度です。

●対象となる事業者は？
　地方税法では、所得税を源泉徴収している事業
者（従業員が常時３人以上）は、原則としてすべ
て特別徴収義務者となり、パートやアルバイトを
含むすべての従業員から個人住民税を特別徴収し
なければならないとなっています。

●制度のしくみ
　税額の計算は給与支払報告書などに基づいて市
が行い、５月に「特別徴収税額決定通知書」を送
付しますので、その税額を毎月の給与から天引き
し、翌月の10日までに金融機関を通じて納めて
いただきます。また、従業員が10人未満の事業

者は、申請により年12回の納期を年２回とする
制度もあります（納期の特例の承認）。

●従業員の皆さんにとってのメリットは？
　特別徴収を行っていただくことで、従業員の皆
さんにとっては納税に出向いたり、口座の残高を
確認したりする手間が省けます。また、普通徴収
（納付書や口座振替による納付）の納期が年９回
であるのに対し、特別徴収は年12回なので、１
回あたりの納税の負担が少なくてすみます。

●特別徴収への切り替え手続きは？
　特別徴収へ切り替える事業者は、毎年１月31
日までに本庁・市民税課へ提出する給与支払報告
書の総括表に、朱書きで「特別徴収へ切り替え」
と記入して提出してください。
　また、年の途中で法人を設立した場合や個人で
事業を開始したことなどにより、新たに特別徴収
義務者となった場合は、「市・県民税特別徴収依
頼届出書」を提出してください。

従
業
員

事
業
者
な
ど

市
町
村

④個人の税額通知の配布

□特別徴収制度のイメージ

⑤税額を給与から天引き
　（６月支払分から翌年の
　　　　　５月支払分まで）

①給与支払報告書の提出
　　　　　（１月31日まで）

⑥税額の納入
（翌月10日まで）②税額の計算

③特別徴収税額の通知（５月）

11
月
11
日
㊎
か
ら
同
17
日
㊍
ま
で

「個人住民税の特別徴収制度」をご存じですか？
　県と県内の市町村では、平成25年度までに個人住民税の特別徴収義務者への完全指定
を目ざしています。 を

考
え
る
週
間
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